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告示  
彦根市告示第 166 号 

介護保険法(平成 9年法律第 123号)第 46条第 1項に規定する指定居宅介護支援事業者として、

次の者を指定したので、同法第 85 条第 1 項第 1 号の規定により告示する。 

令和 6 年 8 月 19 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

事業所名 事業所 
所在地 

申請者名およ

び代表者氏名 
サービス 

種類 指定日 事業所番号 有効期限 

ケアプラン

センターＡ

ｓｕｍｏ 

彦根市清崎

町 274 番地

14 

株式会社ｅ-ｐ

ｒｏｊｅｃｔ 

代表取締役 

三上 竜也 

居宅介護支援 令和 6 年

8 月 1 日 

2570201737 令和 6 年

8 月 1 日

から令和

12 年 7 月

31 日まで 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 167 号 

介護保険法(平成 9年法律第 123号)第 46条第 1項に規定する指定居宅介護支援事業者として、

市 章    

彦 根 市 公 報       
令和6年(2024年)9月17日              

第 1 9 2 4 号         

火  曜  日         

定日発行 毎月 1 日、15 日 2 回 
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次の者を指定したので、同法第 85 条第 1 項第 1 号の規定により告示する。 

令和 6 年 8 月 19 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

事業所名 事業所 
所在地 

申請者名および

代表者氏名 
サービス 

種類 指定日 事業所番号 有効期限 

すみよしク

リニックケ

アプランセ

ンター 

彦根市竹ヶ

鼻町 292 番

地 1 

医療法人湖葉会 

理事長 

住吉 健一 

居宅介護

支援 

令和 6 年

8 月 1 日 

2570201745 令和 6 年 8

月 1 日から

令和 12 年 7

月 31 日まで 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 168 号 

彦根市自転車等の放置の防止に関する条例(平成 9 年彦根市条例第 1 号。以下「条例」という。)

第 11 条第 2 項の規定により、下記のとおり自転車等を移動し、保管したので、条例第 12 条第 1

項の規定により告示する。 

令和 6 年 8 月 22 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

記 

1 移動理由 

  条例第 11 条第 2 項に該当したため 

2 移動区域 

  彦根市内の道路、河川および公共の用に供する場所 

3 移動日時 

  令和 6 年 7 月 1 日午後 2 時頃 

  令和 6 年 7 月 2 日午前 10 時頃 

  令和 6 年 7 月 3 日午後 2 時頃 

  令和 6 年 7 月 4 日午後 1 時頃 

  令和 6 年 7 月 25 日午後 2 時頃 

  令和 6 年 7 月 30 日午前 11 時頃および午後 3 時頃 

4 保管場所 

  彦根駅西自転車駐車場 2 階(彦根市大東町 4 番 8 号)および彦根駅前第 1 自転車駐車場(彦根 

市古沢町 141 番地 10) 

5 保管期間 

  告示の日から 3 箇月間 

6 返還日時 

(1) 返還日は、月曜日から金曜日まで(彦根市の休日を定める条例(平成 2 年彦根市条例第 12

号)第 1 条第 1 項に規定する市の休日を除く。)とする。 

 (2) 返還時間は、午前 9 時から午後 4 時 30 分までとし、事前に市と協議の上、決定する。 

7 返還手続 

  事前に交通政策課へ問合せの上、次のものを持参し、保管所で返還の申請をする。 

(1) 自転車等の鍵 

(2) 本人確認ができるもの(運転免許証、学生証、保険証等) 

(3) 返還手数料(返還手数料の額は、条例別表に定めるところによる。) 

8 引取りのない場合の措置 

  保管期間経過後は、市において処分する。 

9 問合せ先 

彦根市都市政策部交通政策課(電話 30‐6134) 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 169 号 

彦根市自転車等の放置の防止に関する条例(平成 9 年彦根市条例第 1 号。以下「条例」という。)

第 11 条第 2 項の規定により、下記のとおり自転車等を移動し、保管したので、条例第 12 条第 1
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項の規定により告示する。 

令和 6 年 8 月 22 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

記 
1 移動理由 

条例第 11 条第 2 項に該当したため 

2 移動区域 

西今楓公園 

3 移動日時 

令和 6 年 8 月 5 日 午前 10 時から午前 10 時 30 分まで 

4 保管場所 

彦根市山之脇町 33 番地 1 地先 

5 保管期間 

告示の日から 3 箇月間 

6 返還日時 

(1) 返還日は、月曜日から金曜日まで(彦根市の休日を定める条例(平成 2 年彦根市条例第 12

号)第 1 条第 1 項に規定する市の休日を除く。)とする。 

(2) 返還時間は、午前 9 時から午後 5 時までとし、事前に市と協議の上、決定する。 

7 返還手続 

次のものを持参の上、保管場所で返還の申請をする。 

(1) 自転車等の鍵 

(2) 本人確認ができるもの(運転免許証、学生証、保険証等) 

(3) 返還手数料(返還手数料の額は、条例別表に定めるところによる。) 

8 引取りのない場合の措置 

保管期間経過後は、市において処分する。 

9 問合せ先 

彦根市都市政策部都市計画課(電話 0749－30－6124) 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 170 号 

彦根市自転車等の放置の防止に関する条例(平成 9 年彦根市条例第 1 号。以下「条例」という。)

第 11 条第 2 項の規定により、下記のとおり自転車等を移動し、保管したので、条例第 12 条第 1

項の規定により告示する。 

令和 6 年 8 月 22 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

記 
1 移動理由 

条例第 11 条第 2 項に該当したため 

2 移動区域 

福満公園 

3 移動日時 

令和 6 年 8 月 13 日 午前 10 時から午前 10 時 30 分まで 

4 保管場所 

彦根市山之脇町 33 番地 1 地先 

5 保管期間 

告示の日から 3 箇月間 

6 返還日時 

(1) 返還日は、月曜日から金曜日まで(彦根市の休日を定める条例(平成 2 年彦根市条例第 12

号)第 1 条第 1 項に規定する市の休日を除く。)とする。 

(2) 返還時間は、午前 9 時から午後 5 時までとし、事前に市と協議の上、決定する。 

7 返還手続 
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次のものを持参の上、保管場所で返還の申請をする。 

(1) 自転車等の鍵 

(2) 本人確認ができるもの(運転免許証、学生証、保険証等) 

(3) 返還手数料(返還手数料の額は、条例別表に定めるところによる。) 

8 引取りのない場合の措置 

保管期間経過後は、市において処分する。 

9 問合せ先 

彦根市都市政策部都市計画課(電話 0749－30－6124) 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 171 号 

道路法(昭和 27 年法律第 180 号)第 18 条第 1 項の規定に基づき、次のように市道区域を決定す

る。 

その関係図面は、令和 6 年 8 月 26 日から令和 6 年 9 月 9 日まで彦根市建設部建設管理課にお

いて一般の縦覧に供する。 

令和 6 年 8 月 26 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

決定 

番号 路 線 名 起   点 終   点 
延長 

(ｍ) 

幅員 

(ｍ) 

2153 
原町平野・一ツ松

線 

彦根市原町字平野 472

番 3 

彦根市原町字一ツ

松 364 番 1 
380.9 6.5～15.3 

-------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 172 号 

道路法(昭和 27 年法律第 180 号)第 18 条第 2 項の規定に基づき、次のように市道の供用を開始

する。 

その関係図面は、令和 6 年 8 月 26 日から令和 6 年 9 月 9 日まで彦根市建設部建設管理課にお

いて一般の縦覧に供する。 

令和 6 年 8 月 26 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

開始 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 173 号 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 101 条の規定により、令和 6 年 9 月彦根市議会定例会を

下記のとおり招集する。 

令和 6 年 8 月 26 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

記 

1 期日 令和 6 年 9 月 2 日 

2 場所 彦根市議会議場 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 173 号の 2 

彦根城保存活用総合検討委員会設置要綱を次のように定める。 

令和 6 年 9 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

番号 路  線  名 起      点 終      点 供用開始の期日 

2153 
原町平野・一ツ

松線 

彦根市原町字平野 472

番 3 

彦根市原町字一ツ

松 364 番 1 
令和 6 年 8 月 26 日 
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彦根城保存活用総合検討委員会設置要綱 

(設置) 

第 1 条 特別史跡彦根城跡保存活用計画、特別史跡彦根城跡整備基本計画および国宝・重要文化

財(建造物)彦根城天守ほか 6 棟保存活用計画(以下これらを単に「計画」という。)に基づく事

業の円滑な実施を図るとともに、学術的な見地から文化財の価値を保存し、適切に整備を実施

するため、彦根城保存活用総合検討委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

 (所掌事務) 

第 2 条 委員会は、次に掲げる事項について検討するものとする。 

 (1) 計画に基づく事業の実施に関すること。 

 (2) 計画に基づく事業の方針、仕様等に関すること。 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、計画に基づく事業の実施に必要な調査等に関すること。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 8 人以内をもって組織する。 

2 委員は、学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。 

 (任期) 

第 4 条 委員の任期は、4 年とし、再任を妨げない。 

2 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(委員長および副委員長) 

第 5 条 委員会に委員長および副委員長それぞれ 1 人を置き、委員の互選によって定める。 

2 委員長は、委員会の会務を総理し、委員会を代表する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、または委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 (会議) 

第 6 条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が必要に応じて招集する。ただし、第

3 条第 2 項の規定による委嘱後初めての会議は、市長が招集する。 

2 委員長は、会議の議長となる。ただし、前条第 1 項の規定により委員長および副委員長が選出

されるまでの間においては、市長が会議を運営する。 

3 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

4 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

5 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の招集を行わず、書面により委員の賛否(意見

を含む。)を求めることにより、委員会の決議に代えることができる。 

(意見の聴取等) 

第 7 条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者を会議に出席させ、説明およ

び意見を求めることができる。 

(庶務) 

第 8 条 委員会の庶務は、観光文化戦略部文化財課において処理する。 

 (その他) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

付 則 

 (施行期日) 

1 この告示は、令和 6 年 9 月 1 日から施行する。 

(特別史跡彦根城跡保存活用計画・整備基本計画検討委員会設置要綱等の廃止) 

2 次に掲げる要綱は、廃止する。 

 (1) 特別史跡彦根城跡保存活用計画・整備基本計画検討委員会設置要綱(平成 31 年彦根市告

示第 77 号) 

 (2) 国宝・重要文化財建造物耐震対策工事実施検討委員会設置要綱(令和 5 年彦根市告示第

91 号) 

 (3) 国宝・重要文化財建造物防災対策工事実施検討委員会設置要綱(令和 5 年彦根市告示第

92 号) 
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--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 173 号の 3 

 彦根市県外定期予防接種費用助成金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和 6 年 9 月 1 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

彦根市県外定期予防接種費用助成金交付要綱の一部を改正する告示 

彦根市県外定期予防接種費用助成金交付要綱(令和 5 年彦根市告示第 71 号)の一部を次のよう

に改正する。 

題名を次のように改める。 

彦根市県外等定期予防接種費用助成金交付要綱 

第 1 条中「、県外定期予防接種」を「、県外等定期予防接種」に、「滋賀県外」を「指定医

療機関(本市が定期予防接種の実施を委託している医療機関をいう。以下同じ。)以外の医療機

関」に改め、「Ａ類疾病」の次に「および同条第 3 項に規定するＢ類疾病」を加え、「彦根市県

外定期予防接種費用助成金」を「彦根市県外等定期予防接種費用助成金」に改める。 

第 2 条第 1 項中「県外定期予防接種」を「県外等定期予防接種」に改め、同項第 2 号中「本

市」を「指定医療機関」に改め、同号カ中「県外」を「指定医療機関以外の医療機関」に改め、

同条第 3 項第 3 号中「県外定期予防接種」を「県外等定期予防接種」に改め、「児童養護施設の

長」の次に「、医療機関の長」を加える。 

第 3 条第 1 項中「県外定期予防接種に係る費用として医療機関に対し支払った額」を「次に

掲げる定期予防接種の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) Ａ類疾病 県外等定期予防接種に係る費用として医療機関に対し支払った額 

(2) Ｂ類疾病 県外等定期予防接種に係る費用として医療機関に支払った額から自己負担額

を除いた額 

第 4 条第 1 項中「、県外定期予防接種」を「、県外等定期予防接種」に、「彦根市県外定期

予防接種実施依頼書交付申請書」を「彦根市県外等定期予防接種実施依頼書交付申請書」に改

め、同条第 2 項中「彦根市県外定期予防接種実施依頼書」を「彦根市県外等定期予防接種実施依

頼書」に改め、同条第 3 項第 1 号を次のように改める。 

(1) 県外等定期予防接種を受けることができる期間の定めがあるときは当該期間が満了する

日 

第 4 条第 4 項中「県外定期予防接種」を「県外等定期予防接種」に改める。 

第 5 条第 1 項中「県外定期予防接種を」を「県外等定期予防接種を」に、「彦根市県外定期

予防接種費用助成金交付申請書兼請求書」を「彦根市県外等定期予防接種費用助成金交付申請書

兼請求書」に改め、同項第 1 号中「県外定期予防接種」を「県外等定期予防接種」に改め、同項

第 2 号中「写し」の次に「(Ａ類疾病に係る定期予防接種を受けた者に限る。)」を加え、同項第

3 号中「県外定期予防接種」を「県外等定期予防接種」に改め、同条第 2 項中「彦根市県外定期

予防接種費用助成金交付決定通知書」を「彦根市県外等定期予防接種費用助成金交付決定通知

書」に、「彦根市県外定期予防接種費用助成金不交付決定通知書」を「彦根市県外等定期予防接

種費用助成金不交付決定通知書」に改める。 

別記様式第 1 号を次のように改める。 

別 記 

様式第 1 号(第 4 条関係) 

                              年  月  日 

 彦根市長 様 

                   申請者 住所 

                       氏名                                          

(被接種者との続柄        ) 

                       電話 

 

彦根市県外等定期予防接種実施依頼書交付申請書 
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下記のとおり、彦根市が実施する定期予防接種を指定医療機関以外の医療機関で受けたいの

で、彦根市県外等定期予防接種費用助成金交付要綱第 4 条第 1 項の規定により彦根市県外等定期

予防接種実施依頼書の交付を申請します。 

記 

接種を受ける者の住

所・氏名・生年月日 

住  所 

氏  名             生年月日  年  月  日 

定期予防接種の種類 

(該当する項目に、☑

ワクチン名および回数

に〇をしてくださ

い。) 

□ ロタウイルス感染症(ロタリックス・ロタテック) 

 1 回目・2 回目・3 回目 

□ Ｂ型肝炎 1 回目・2 回目・3 回目 

□ 小児の肺炎球菌感染症 1 回目・2 回目・3 回目・追加接種 

□ 五種混合 1 期 1 回目・2 回目・3 回目・追加接種 

□ 四種混合 1 期 1 回目・2 回目・3 回目・追加接種 

□ Ｈｉｂ感染症 1 回目・2 回目・3 回目・追加接種 

□ ＢＣＧ 

□ 麻しん風しん混合(ＭＲ) 1 期・2 期 

□ 水痘 1 回目・2 回目     

□ 日本脳炎 1 期 1 回目・2 回目・追加接種・2 期 

□ 二種混合 

□ ヒトパピローマウイルス感染症(サーバリックス・ガーダシル 

・シルガード 9) 

1 回目・2 回目・3 回目 

□ 高齢者の肺炎球菌感染症 

□ 高齢者インフルエンザ 

□ 高齢者新型コロナウイルス感染症 

□ その他（                    ） 

定期予防接種を受ける

市町村・医療機関名・

所在地 

市町村名 

医療機関名 

〒       所在地 

接種予定日 

(今年度分のみ記載) 

①   年    月   日   ②   年    月   日 

③   年    月   日   ④   年    月   日 

接種を受ける者の現在

の滞在先の住所・電話 

〒      住所                            

(       様方) 

電話 

指定医療機関で定期予

防接種を受けられない

理由 

□ 出産、下宿等のため長期にわたり県外に滞在しているため 

□ 県外の児童養護施設、医療施設等に入所しているため 

□ かかりつけの医療機関が県外に存するため 

□ 災害その他やむを得ない理由により継続的に県外に居住してい

るため 

□ 両親が離婚調停中であることその他やむを得ない理由により県

外に居住しているため 

□ その他

(                         ) 

別記様式第 2 号中「彦根市県外定期予防接種実施依頼書」を「彦根市県外等定期予防接種実

施依頼書」に、「被害救済制度」を「健康被害救済制度」に改める。 

別記様式第 3 号中「彦根市県外定期予防接種費用助成金交付申請書兼請求書」を「彦根市県

外等定期予防接種費用助成金交付申請書兼請求書」に、「彦根市県外定期予防接種費用助成金交

付要綱」を「彦根市県外等定期予防接種費用助成金交付要綱」に、「県外定期予防接種を」を

「県外等定期予防接種を」に、「母子健康手帳の写し」を「母子健康手帳の写し(Ａ類疾病に係

る定期予防接種を受けた者に限る。)」に、「県外定期予防接種に」を「県外等定期予防接種

に」に改める。 

別記様式第 4 号中「彦根市県外定期予防接種費用助成金交付決定通知書」を「彦根市県外等

定期予防接種費用助成金交付決定通知書」に、「彦根市県外定期予防接種費用助成金」を「彦根

市県外等定期予防接種費用助成金」に、「彦根市県外定期予防接種費用助成金交付要綱」を「彦
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根市県外等定期予防接種費用助成金交付要綱」に改める。 

別記様式第 5 号中「彦根市県外定期予防接種費用助成金不交付決定通知書」を「彦根市県外

等定期予防接種費用助成金不交付決定通知書」に、「彦根市県外定期予防接種費用助成金」を

「彦根市県外等定期予防接種費用助成金」に、「彦根市県外定期予防接種費用助成金交付要綱」

を「彦根市県外等定期予防接種費用助成金交付要綱」に改める。 

付 則 

1 この告示は、令和 6 年 9 月 1 日から施行する。 

2 この告示の施行の際、この告示による改正前の様式(以下「旧様式」という。)により使用さ

れている書類は、この告示による改正後の様式によるものとみなすことができる。 

3 この告示の施行の際、現にある旧様式による書類については、当分の間、所要の調整をして

使用することができる。 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市告示第 174 号 

介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)第 42 条の 2 第 1 項に規定する指定地域密着型サ－ビス事

業者として、次の者を指定した。 

令和 6 年 9 月 2 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

事業所の 

名称 

事業所の 

所在地 

申請者名およ

び代表者氏名 

サービスの 

種類 
指定日 事業所番号 有効期限 

ＵＲＢＡＮ

ＳＴＵＤＩ

Ｏゆるりは

平田 

彦根市平田

町409番地1 

有限会社セイ

ファ 
代表取締役 

井 大祐 

地域密着型

通所介護 

令和 6 年

9 月 1 日 

2590200404 令和 6 年 

9 月 1 日 

から令和

12 年 8 月

31 日まで 

--------------------------------------------------------------------- 

公告  
都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告 

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 36 条第 1 項の規定に基づく開発行為に関する工事の完

了届に対し、同条第 2 項の規定に基づき、次のとおり検査済証を交付した。 

令和 6 年 8 月 21 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
開発許可を受けた者 
の住所および氏名 開発区域の名称 面  積 検査済証 

交付年月日 番 号 
彦根市西今町 439 番地 1 

株式会社平塚土地開発 

代表取締役 平塚 成志 

彦根市川瀬馬場町字北 672

番 2、672 番 6、672 番 7、

672 番 8 および 672 番 9 

彦根市川瀬馬場町字ゲ本

697 番 3 および 698 番 3 

1,424.54 ㎡ 令和 6.8.21      987 

--------------------------------------------------------------------- 

都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告 
都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 36 条第 1 項の規定に基づく開発行為に関する工事の完

了届に対し、同条第 2 項の規定に基づき、次のとおり検査済証を交付した。 

令和 6 年 8 月 21 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
開発許可を受けた者 
の住所および氏名 開発区域の名称 面  積 検査済証 

交付年月日 番 号 
彦根市高宮町 2688 番 1 

夏原工業株式会社 

代表取締役社長 湊 加津夫 

彦根市高宮町字溝ノ部

2699 番および 2700 番 

2,477.85 ㎡ 令和 6.8.21      997 

--------------------------------------------------------------------- 

都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告 
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都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 36 条第 1 項の規定に基づく開発行為に関する工事の完

了届に対し、同条第 2 項の規定に基づき、次のとおり検査済証を交付した。 

令和 6 年 8 月 21 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
開発許可を受けた者 
の住所および氏名 開発区域の名称 面  積 検査済証 

交付年月日 番 号 
(略) 彦根市八坂町字江面

須賀 2829 番 

383.00 ㎡ 令和 6.8.21      998 

--------------------------------------------------------------------- 

公示送達について公告 
次の書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所、事務所および事業所が明らかでないため、

地方税法(昭和 25 年法律第 226 号)第 20 条の 2 の規定により公示送達をする。 
送達すべき書類は、彦根市総務部税務課において保管し、送達を受けるべき者にいつでも交付

する。 
令和 6 年 8 月 22 日 

彦根市長  和 田 裕 行 
送達を受けるべき者の氏名 送達すべき書類 

(略) 

令和 6 年度 

固定資産税・都市計画税納税通知書および納付書

(第 3 期分から第 4 期分まで) 

--------------------------------------------------------------------- 

令和 6 年度彦根市人事行政の運営等の状況公告 

彦根市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成 17 年彦根市条例第 2 号)第 2 条およ

び第 4 条の規定に基づき任命権者および公平委員会から報告を受けたので、同条例第 6 条の規定

により、令和 5 年度における人事行政の運営の状況の概要および公平委員会の業務の状況を公表

する。 

令和 6 年 8 月 30 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

(以下省略) 

--------------------------------------------------------------------- 

選挙管理委員会告示  
彦根市選挙管理委員会告示第 13 号 

彦根市選挙管理委員会を下記のとおり招集する。 

令和 6 年 8 月 30 日 

彦根市選挙管理委員会 

委員長  野 瀬   毅 

記 

1 日時 令和 6 年 9 月 2 日(月) 午前 9 時 30 分 

2 場所 彦根市役所本庁舎 会議室 2－2 

3 議題 

(1)  永久選挙人名簿の登録の抹消状況について 

(2)  永久選挙人名簿の定時登録について 

(3)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙期日および選挙すべき議員定数について 

(4)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙における選挙時登録の登録基準日について 

(5)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の投票区の設定について 

(6)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙長および同職務代理者の選任について 

(7)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の投票管理者および同職務代理者の選任について 

(8)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の投票所の場所について 

(9)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の投票所開閉時刻の変更について 

(10)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の期日前投票所について 
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(11)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の投票用紙の様式を定めることについて 

(12)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙における選挙運動費用の支出制限額について 

(13)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の投票所記載所氏名等の掲載順序を定めるく 

じを行う日時および場所について 

(14)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙会の日時および場所について 

(15)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙における開票の事務を選挙会場において選挙 

会の事務に併せて行うことについて 

(16)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙における不在者投票用紙および同封筒の交付 

場所、交付期間および交付時間について 

(17)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙運動における個人演説会の施設の使用 

のために納付すべき費用の額について 

(18)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙長が行う告示式について 

(19)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙長の事務を取り扱う場所について 

(20)  彦根市河瀬財産区議会議員一般選挙の選挙立会人を定めるくじを行う日時および 

場所について 

(21)  その他 

--------------------------------------------------------------------- 

彦根市選挙管理委員会告示第 14 号 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 74 条第 1 項および第 75 条第 1 項ならびに市町村の合併

の特例に関する法律(平成 16 年法律第 59 号)第 4 条第 1 項および第 5 条第 1 項に規定する選挙権

を有する者の総数の 50 分の 1 の数、同法第 4 条第 11 項および第 5 条第 15 項に規定する選挙権

を有する者の総数の 6 分の 1 の数ならびに地方自治法第 76 条第 1 項、第 80 条第 1 項、第 81 条

第 1 項および第 86 条第 1 項ならびに地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 31 年法律

第 162 号)第 8 条第 1 項に規定する選挙権を有する者の総数の 3 分の 1 の数は、令和 6 年 9 月 2

日現在において次のとおりである。 

令和 6 年 9 月 2 日 

彦根市選挙管理委員会 

委員長  野 瀬   毅 

50 分の 1 の数    1,820 人 

6 分の 1 の数   15,166 人 

3 分の 1 の数    30,332 人 

--------------------------------------------------------------------- 

監査公表  
監査公表第 2 号 

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 199 条第 1 項および第 4 項の規定により定期監査を実施

し、同条第 9 項の規定によりその結果に関する報告を次のとおり決定した。 

令和 6 年 8 月 21 日 

彦根市監査委員  若 林 忠 彦 

彦根市監査委員  林   利 幸 

定期監査結果 

1 監査の期日および対象 

令和 5 年 10 月から令和 6 年 6 月までの間に次のとおり実施した。 

(1) 実地監査 

監査期日 監査対象 

10 月 13 日 稲枝支所 稲枝北小学校 稲枝西小学校 

10 月 18 日 中央中学校 若葉小学校 

10 月 27 日 旭森小学校 東中学校 佐和山幼稚園 佐和山小学校 

11 月 8 日 東地区公民館 西地区公民館 彦根幼稚園 

11 月 17 日 平田こども園 東保育園 
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11 月 20 日 城東小学校 平田小学校 

11 月 24 日 ライフサービス課 財政課 

12 月 19 日 
スポーツ振興課 新市民体育センター整備推進室 

国スポ・障スポ総務課 国スポ・障スポ競技課 

12 月 22 日 人権政策課 情報政策課 ＤＸ推進室 

1 月 9 日 選挙管理委員会事務局 議会事務局 まちづくり推進課 

1 月 12 日 
交通政策課 住宅課 都市計画課 庄堺公園管理事務所 

稲枝駅西側開発調整室 建築指導課 景観まちなみ室 

1 月 19 日 彦根城博物館 建設管理課 技術管理室 建築課 

1 月 29 日 
農業委員会事務局 企画課 女性活躍推進室 

道路河川課 国・県事業対策室 市街地整備課  

2 月 5 日 子ども・若者課 子育て支援課 家庭児童相談室 発達支援センター 

2 月 9 日 障害福祉課 障害者福祉センター 社会福祉課 幼児課 

2 月 16 日 高齢福祉推進課 医療福祉推進センター 健康推進課 休日急病診療所 

2 月 22 日 広報戦略課 秘書課 営業戦略室 

3 月 26 日 
出納室 契約監理室 エンタテインメント課 フィルムコミッション室 

ひこにゃんブランド推進室 保険年金課 

3 月 27 日 
生活環境課 公害試験室 ごみ減量・資源化推進室 

彦根市消費生活センター 観光交流課 消防本部 本署 分署 

4 月 11 日 文化振興課 彦根市学校給食センター 

4 月 19 日 学校ＩＣＴ推進課 教育総務課 生涯学習課 

4 月 24 日 
学校教育課 学校支援・人権・いじめ対策課 

文化財課 開国記念館 歴史民俗資料室 彦根城世界遺産登録推進室 

5 月 9 日 危機管理課 総務課 コンプライアンス推進室 公有財産管理課 

5 月 16 日 地域経済振興課 農林水産課 

5 月 23 日 働き方・業務改革推進課 人事課 清掃センター 

6 月 5 日 上下水道部(水道事業) 上下水道部(下水道事業) 

6 月 6 日 市立病院 

6 月 27 日 税務課 債権管理課 

(2) 書類監査 

監査期日 監査対象 

10 月 5 日 南中学校 城陽小学校 城陽幼稚園 

10 月 17 日 西保育園 城北小学校 城北幼稚園 

10 月 24 日 城南小学校 ふたば保育園 人権・福祉交流会館 広野教育集会所 

11 月 6 日 市民交流センター 東山児童館 旭森地区公民館 旭森幼稚園 

11 月 14 日 鳥居本出張所 鳥居本地区公民館 鳥居本小学校 鳥居本中学校 

11 月 21 日 金城小学校 金城幼稚園 城西小学校 西中学校 

12 月 4 日 稲枝中学校 稲枝東小学校 稲枝東幼稚園 

12 月 8 日 高宮幼稚園 高宮小学校 高宮出張所 高宮地域文化センター 

12 月 13 日 南地区公民館 農村環境改善センター 亀山出張所 亀山小学校 

12 月 18 日 河瀬出張所 河瀬地区公民館 河瀬小学校 彦根中学校 

2 月 5 日 少年センター 

4 月 5 日 教育研究所、図書館 視聴覚ライブラリー 
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6 月 27 日 J リーグ誘致推進室 臨時特別給付金室 

2 監査の方法 

令和 5 年度の各時点における財務に関する事務の執行および経営に係る事業の管理(以下「事

務執行等」という。)について、対象の所属から監査資料の提出を求めるとともに、関係職員の

説明を聴取し、帳簿および関係書類を抽出して調査することより監査を行った。 

3 監査の結果 

事務執行等について改善または検討を要すると認めた事項(以下「改善事項」という。)は、

次のとおりであり、その他の事務執行等については、概ね適正に処理されていると認められた。

改善事項については、所属等の別に掲げているが、全ての所属の適正な事務執行等に資するも

のであると考えることから、有効に活用し、今後も適正かつ効率的な事務執行等に努めていた

だきたい。 

なお、事務処理上の軽易な改善事項については、記載を省略した。 

【幼稚園、保育園およびこども園】 

(1) 口座振替に係る資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金がプールされた中か

らの振替となったものがあった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことからも、適

正な事務処理に努めていただきたい。 

(2) 切手その他現金等の管理簿については、所属長または出納者の確認の押印が漏れている

もの、金額の記載誤りがあるもの等があった。定期的な切手、現金等と管理簿との照合およ

び管理簿の記載内容のチェックを徹底していただきたい。 

【小学校および中学校】 

(1) 学年会計等の支出について、支出調書に添付されている請求書に請求日が記載されてい

ないもの、請求書の内容に訂正が必要なものなどが散見され、また、請求日から 30 日以上経

過してから支払われているもの、立替払の場合における立替者への支払が遅延しているもの

が散見された。請求書が支出の証拠書類となるものであることから、必ず正当な請求書を徴

取し、通常の支払については政府契約の支払遅延防止等に関する法律(昭和 24 年法律第 265

号)および彦根市契約規則(昭和 44 年彦根市規則第 33 号)に準じて正当な請求書を受理した

日から 30 日以内に、立替払の精算支払については立替え後速やかに行うよう、適正な事務処

理に努めていただきたい。 

(2) 理科薬品の管理簿について、記載誤り、記載漏れ、確認者の押印漏れ等が散見された。理

科薬品の管理には劇物、危険物等も含まれており、児童生徒の安全や社会全体の生命財産を

守るために厳正な管理が求められるので、定期的な点検の実施および管理簿への正確な記載

を徹底していただきたい。 

【稲枝支所】 

市以外の会計である愛のりタクシー回数券の販売について、5月から 9月までの 4か月間、

預かり金を納付せず金庫に保管したままになっていた。市の会計の現金および市以外の会計

の現金を取り扱っていることから、両者の管理の方法を見直し、見直したマニュアルに基づ

く運用を徹底して、内部統制のチェック項目とするなど、組織的に再発防止に取り組んでい

ただきたい。 

【人権・福祉交流会館】 

   長期継続契約であるパソコン教室用ノートパソコン一式の賃貸借契約(令和元年 12 月から

令和 6 年 11 月まで)の契約書に、長期継続契約である旨および解除条項の記載がなかった。

長期継続契約は、各年度の予算の範囲内で執行される契約であることから、予算の減額また

は削除があった場合に解除する条件を付した契約となるよう、彦根市長期継続契約とする契

約を定める条例の運用要領(平成 18 年 6 月策定)に基づき、必要な条項を適切に記載してい

ただきたい。 

【旭森地区公民館】 

   印刷機使用の実費の徴収について、使用日から 1 か月以上後に領収しているものおよび印

刷機使用報告書に記載されている実績に誤りがあり領収額と相違するものがあった。印刷機

使用の実費の徴収は、当日を基本とし、また、印刷機使用報告書は、実費の徴収額の根拠と
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なることから、内容の確認を徹底していただきたい。 

【東地区公民館】 

   印刷機使用報告書に記載されているリソグラフおよびコピー機の実績に誤りがあり領収額

と相違があるもの、公民館使用報告書に記載されている使用時間に誤りがあり使用料の額と

相違があるもの、公民館使用報告書に使用時間が記載されていないものがあった。印刷機使

用報告書および公民館使用報告書は、実費の徴収額および使用料の根拠となるものであるこ

とから、内容の確認を徹底していただきたい。 

【財政課】 

   財務諸表 4 表(貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書および資金収支計算書)

の分析結果が未だ公表されていない。本市の財政状況を市民に理解していただくために必要

なものであることから、早期に公表できるよう対応していただきたい。 

【ライフサービス課】 

(1) マイナンバーカード交付関連事務等業務委託契約について、指名競争入札の落札業者決

定後、市の仕様書に不備があったことを理由として落札を取り消し、再入札を行っていた。

また、同委託契約に係る委託料の支出処理の遅延、口座振替に係るＦＡＸ回線使用料金の資

金前渡の支出処理の遅延等があった。内部統制のチェック項目を加えるなど、組織的に再発

防止に努めていただきたい。 

(2) マルチコピー機の現金について、月 1 回公金化されているが、現金の管理として回数が

少ないことから、頻度を検討していただきたい。 

【高宮出張所】 

切手の管理について、5 月から 9 月までの 4 か月間、切手の取扱いがなく残数が確認され

ていなかった。切手、粗大ごみ処理券その他の換価性のあるものについては、取扱いがなく

ても、毎月定期的に複数人で残数の確認を行うように努めていただきたい。 

【高宮地域文化センター】 

口座振替に係る電気料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金がプールさ

れた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことからも、適正な

事務処理に努めていただきたい。 

【農村環境改善センター】 

切手の管理について、7 月から 10 月までの 4 か月間、切手の取扱いがなく残数が確認され

ていなかった。切手の取扱いがなくても、毎月定期的に複数人で残数の確認を行うように努

めていただきたい。 

【河瀬地区公民館】 

 (1) 公民館使用報告書に記載されている冷暖房使用時間に誤りがあるもの、冷暖房使用の損

料の計算に誤りがあるものがあった。公民館使用報告書は、実費の徴収額および使用料の根

拠となるものであることから、内容および損料の計算の確認を徹底していただきたい。 

(2) 切手の管理について、4 月に切手の取扱いがなく残数確認されていなかった。切手の取扱

いがなくても、毎月定期的に複数人で残数の確認を行うように努めていただきたい。 

【人権政策課】 

地域の人権啓発の推進については、教育委員会と連携し、社会教育として地域における人

権教育の推進を担っている公民館を拠点とする取組を進めていただきたい。 

【まちづくり推進課】 

口座振替に係るＦＡＸ回線使用料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金

がプールされた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことから

も、適正な事務処理に努めていただきたい。 

【選挙管理委員会事務局】 

投開票事務に出務する職員の確保が困難になってきている状況および投開票日の事務局

職員の勤務時間が長時間に及ぶ状況があることから、他市の人材確保の手段等の情報を収集

し、適切な選挙事務の執行を確保しつつ職員の負担を軽減するための方策を、検討していた

だきたい。 

【交通政策課】 
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 (1) 旅費の支出処理の 3 か月以上の遅延、自由通路使用料の未収金の 4 か月以上の未確認、

口座振替に係る電気料金および水道料金の資金前渡の支出処理の遅延等があった。日常業務

の執行状況の定期的な確認を徹底し、内部統制のチェック項目に加えるなど、組織的に再発

防止に努めていただきたい。 

(2) 稲枝支所において愛のりタクシー回数券を販売した後 4 か月間、預かり金が納入されず

金庫に保管したままになっていたが、その間、当該回数券の販売の有無および入金の有無の

確認ができていなかった。市の会計に係るものではないことから、より一層丁寧に内部統制

として一連の手続におけるリスクの分析および評価を行い、運用方法を見直し、組織的に再

発防止に取り組んでいただきたい。 

【都市計画課 庄堺公園管理事務所 彦根駅西側開発調整室】 

(1) 口座振替に係る電気料金および電話料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金

前渡金がプールされた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたこ

とからも、適正な事務処理に努めていただきたい。 

(2) 窓口で収受した現金と収受金管理リストとの突合および確認について、都市計画課公金

管理マニュアルでは、指定された職員が行い、当該職員が不在の場合は、他の職員が代わり

に行うことと定められているが、指定された職員が不在であった複数の日に押印があった。

確認が形骸化しないよう、必要に応じてマニュアルを見直し、所属職員全員がマニュアルに

基づいて処理することを徹底していただきたい。 

【建築指導課 景観まちなみ室】 

(1) ＷＥＢ講習の受講料の資金前渡について、7 月に回議書により決裁を終えたものの支出処

理を失念し、職員が高額の立替払をしていたが、それが 11 月になって判明した。内部統制の

チェック項目に加えるなど、組織的に再発防止に努めていただきたい。 

(2) 耐震性に問題がある民間の避難施設については、施設管理者への耐震改修の周知啓発、補

助等に引き続き取り組んでいただくとともに、地震以外の災害時の避難施設として指定する

ことの是非について危機管理課等と検討していただきたい。 

【道路河川課 国・県事業対策課】 

(1) 契約書に貼付されている収入印紙について、貼付額が不足しているものがあった。市が印

紙税を負担することはないが、印紙税の法令に照らして適正な収入印紙が貼付されているか

の確認および相手方業者への指導に努めていただきたい。 

(2) 4 月から 11 月までの間に概算払をしている 5 件の旅費について、旅行後の精算処理が行

われていなかった。彦根市財務規則(平成 5 年彦根市規則第 11 号)に基づき、概算払の目的

の達成後、直ちに精算の手続をしなければならないことから、内部統制のチェック項目を追

加するなど、適正な事務処理に努めていただきたい。 

【発達支援センター】 

あすなろ教室のおやつ代会計および調理代会計について、通帳と会計簿の残高が一致して

いない、会計簿の日付が購入日と異なる、返金簿および集金日に日付の記載がない、領収証

に領収日の記載がない、立替払をした立替者に速やかに返金されていない等が散見された。

会計簿等が支出および収入の証拠書類となるものであるので、運用を見直し、適正な事務処

理に努めていただきたい。 

【社会福祉課】 

   生活保護受給者への訪問時に個人情報書類を持ち出す際は、公用車の使用および複数人の

対応により紛失および盗難のリスクを低減されているが、特にセンシティブな情報が記載さ

れた個人情報書類でもあることから、持出しから返却までの管理のマニュアルの作成を検討

していただきたい。 

【幼児課】 

幼稚園および保育園における預かり広場、預かり保育および延長保育の利用可否決定の手

続において、申請書に記載することになっている決定事項の記載漏れ、決定通知書の記載内

容の誤り、記載漏れ等の不備があった。当該利用可否決定が行政処分であり、条例、規則等

に基づく適正な手続が求められることから、分かりやすいマニュアル等を作成し、必要に応

じて条例、規則等の見直し等を行い、手続が遵守されるよう各園への周知および指導に努め
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ていただきたい。 

【高齢福祉推進課】 

(1) 口座振替に係る電話料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金がプール

された中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことからも、適正

な事務処理に努めていただきたい。 

(2) 切手受払簿について、前月繰越額、使用枚数等の誤り、不要な記載、必要事項の記載漏れ

等が散見された。現物との照合および切手受払後の記載内容のチェックを徹底し、適正な管

理に努めていただきたい。 

(3) 彦根市老人クラブ活動補助金については、市内のクラブの設置状況ならびにクラブの活

動および会員の状況を踏まえ、高齢者福祉の増進に有効なものとなるように補助対象事業を

検討していただきたい。 

【健康推進課】 

   口座振替に係る電気料金、ガス料金および上下水道料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、

他所属の資金前渡金がプールされた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞と

なっていたことからも、適正な事務処理に努めていただきたい。 

【出納室】 

   6 月に概算払をしている旅費の旅行後の精算について、同月に精算命令が完了したものの、

10 月まで会計担当部署としての処理がされていなかった。執行状況の確認を定期的に行い、

内部統制のチェック項目に加えるなど、適正な事務処理に努めていただきたい。 

【生活環境課 公害試験室 ごみ減量・資源化推進室 彦根市消費生活センター】 

   口座振替に係る電気料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金がプールさ

れた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことからも、適正な

事務処理に努めていただきたい。 

【観光交流課】 

   彦根城桜まつり開催事業補助金、「観月の夕べ」および「ひこね夢灯路」開催事業補助金お

よびご当地キャラ博ｉｎ彦根事業補助金の事業者からの実績報告書について、各補助金要綱

に提出の期限が定められているが、期限を過ぎてから提出され、または期限を過ぎても提出

されていなかった。事業の効果を早期に検証することが求められることからも、実績報告書

が期限までに提出されるよう、事業者への周知および指導を行うともに、必要に応じて提出

の期限の見直しを検討していただきたい。 

【文化振興課】 

   グランドホール舞台機構設備マニラロープ取替修繕工事について、契約を締結しないまま

8 月から業務が進められ、2 月に判明した。繁忙期であっても日常業務の執行状況の確認を機

能させる体制を整え、内部統制によりリスク管理を行い、組織的に再発防止に努めていただ

きたい。 

【彦根市学校給食センター】 

調理受託業者の機器の操作手順の誤りにより、6 月の電気料金の最大電力需要の数値が上

昇し、6 月から 1 年間の基本料金が上昇することとなった。調理受託業者には機器の操作手

順を徹底させるとともに、契約に基づき調理受託業者との責任の分担について検討していた

だきたい。 

【学校ＩＣＴ推進課】 

口座振替に係る携帯電話料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金がプー

ルされた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことからも、適

正な事務処理に努めていただきたい。 

【教育総務課】 

(1) 法令に基づき危険物取扱者を配置しなければならない学校については、資格の取得の公

費負担のほか、定期的な調査、県教育委員会への資格取得者の配置の要望等により、資格取

得者が不在になることがないように留意していただきたい。 

(2) 口座振替に係る小中学校のガス料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡

金がプールされた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことか
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らも、適正な事務処理に努めていただきたい。 

【文化財課 開国記念館 歴史民俗資料室 彦根城世界遺産登録推進室】 

(1) 過年度の埋蔵文化財の整理調査に係る発掘調査報告書の印刷業務の契約において、原稿

の作成が間に合わずに暫定的な原稿による印刷物を成果品として支出し、後年度に報告書の

印刷を終えたものの、物価高騰による印刷経費の差額を職員が自己負担した事案があったこ

とが判明した。ライン職がスタッフ職を担い、業務が多忙を極めている現状を踏まえて、内

部統制によるリスク管理を機能させ、組織的に再発防止に取り組んでいただきたい。 

(2) 口座振替に係る電気料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金前渡金がプール

された中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたことからも、適正

な事務処理に努めていただきたい。 

【危機管理課】 

 彦根市民防災マニュアル広告掲載委託業務の契約書について、請負業者が市に広告掲載料

を納入する業務であるが、市が請負業者に契約金額を支払う内容になっていた。契約書は、

当事者が合意した契約の内容を表し、紛争の際に法的拘束力を有するものでもあることから、

決裁過程でのチェックが形骸化しないよう、案件ごとに条項の内容の精査に努めていただき

たい。 

【総務課 コンプライアンス推進室】 

全庁的に事務処理の誤りや不備が散見され、これらの多くは、所属内におけるチェックが

不十分であることによるものであるが、チェックをした者の責任の重さが認識されていない。

内部統制の試行的取組を本格運用としていくために、その点も踏まえ、職務記述書・マニュ

アルを作成し、更新し、引き継ぐことによりリスク管理を行うことについて、全職員が重要

性を理解し、徹底されるよう、努めていただきたい。 

【地域経済振興課】 

(1) 小規模企業者小口簡易資金貸付制度については、近年実績がなく、また、今の社会情勢に

そぐわない制度であることから、廃止および他の効果のある支援への転換を検討していただ

きたい。 

(2) 彦根総合地方卸売市場経営健全化対策事業補助金については、生鮮食料品の供給拠点と

いう観点はあるものの、新たな流通方式により生産者が保護されている側面もあることから、

市場の需要、売上げの傾向、事業者の経営状況等を踏まえ、費用対効果を検証して補助のあ

り方を検討していただきたい。 

【農林水産課】 

(1) 口座振替に係る電気料金および電話料金の資金前渡の支出の処理が遅れ、他所属の資金

前渡金がプールされた中からの振替となった。口座振替でなければ履行遅滞となっていたこ

とからも、適正な事務処理に努めていただきたい。 

(2) 農業集落排水施設の公共下水道への接続については、可能となれば順次着手される予定

であるが、接続後の施設の廃止に伴う費用について、市の財政状況を勘案して早急に方針を

検討していただきたい。 

【人事課】 

   全庁的に、時間外勤務申請の際に記入する「従事した事務事業の具体的な内容」に具体性

のないものが散見される。全庁挙げて時間外勤務の削減に取り組んでいるが、時間外勤務が

真に必要な業務をやむを得ず行うものであることから、所属長が時間外勤務の承認の際に事

務の内容を具体的に把握するよう、周知徹底を図っていただきたい。 

【清掃センター】 

 (1) 契約書に貼付されている収入印紙について、同一内容の複数の契約書で額が異なってい

るもの、貼付が不要な内容の契約書に貼付されているものがあった。市が印紙税を負担する

ことはないが、印紙税の法令に照らして適正な収入印紙が貼付されているかの確認および相

手方業者への指導に努めていただきたい。 

(2) 会計年度任用職員の年次有給休暇の付与日数について、前年度に付与された日数が繰越

しの上限となるものの、その日数を超えた日数を付与しているものがあった。本来の日数を

超えて取得されていなかったものの、年次有給休暇の権利行使の前提となるものであること
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から、適切な事務処理に努めていただきたい。 

【上下水道部】 

(1) 大藪浄水場ほか水道施設運転管理等委託業務委託料の支出額を誤り、返金を受けた事案

および琵琶湖流域下水道維持管理負担金の排水汚水量の県への報告の額を誤った事案があ

った。マニュアルの見直し、リスクの所在、程度等の分析および評価等を行い、チェックの

段階に応じた責任の重さも考慮し、内部統制により組織的に再発防止に努めていただきたい。 

(2) 上水道の漏水量の大幅な増加が懸念される。早急に原因の究明および対策に取り組んで

いただきたい。 

【市立病院】 

(1) 公営企業会計システムのリース料の支出額を誤り、事業者から返金を受けた事案があっ

た。マニュアルの見直し、リスクの所在、程度等の分析および評価等を行い、チェックの段

階に応じた責任の重さも考慮し、内部統制により組織的に再発防止に努めていただきたい。 

(2) 地方公営企業法施行令(昭和 27 年政令第 403 号)第 21 条の 13 第 5 号に基づく随意契約に

より備品を購入しているが、同号の要件である緊急の必要があることおよび競争に付す時間

的余裕がないことについて具体的に説明されていないものが散見されるため、適切な理由の

記載に努めていただきただきたい。 

(3) 院内ＰＨＳ子機・充電器について、年間 7 回に分けて、その都度契約を締結することによ

り合計 70 台を購入していた。年間で一定数の購入が見込める場合は、スケールメリット、事

務負担の省力化等を考慮して、単価契約等の適当な執行方法を検討していただきたい。 

(4) 契約書に貼付されている収入印紙について、必要な額が貼付されていないもの、契約額に

対して貼付額が不足し、または超過しているもの、貼付が不要な内容の契約であるが貼付さ

れているものなどが散見された。市が印紙税を負担することはないが、印紙税の法令に照ら

して適正な収入印紙が貼付されているかの確認および相手方業者への指導に努めていただ

きたい。 

【債権管理課】 

窓口における年間の現金の取扱いが13,099件、256,491,127円と件数が多く、高額である。

窓口での現金による収納のコストおよび職員の負担を検証し、口座振替の促進等窓口で現金

を取り扱わない方向性について検討していただきたい。 

--------------------------------------------------------------------- 

水道事業告示  
彦根市水道事業告示第 10 号 

彦根市指定給水装置工事事業者規程(平成 10 年彦根市水道部規程第 2 号)第 7 条第 3 項の規定

により、彦根市指定給水装置工事事業者の廃止届出書を受理したものは、下記のとおりである。 

令和 6 年 8 月 23 日 

彦根市長  和 田 裕 行 

記 

登録

番号 
氏名または名称 代表者の氏名 事業所の所在地 指定年月日 廃止年月日 

240 株式会社丸屋建

設 

代表取締役 

嶋田 礼子 

栗東市辻 474 番

地 2 

平成 13 年 12 月

10 日 

令和 6 年 7 月

20 日 

--------------------------------------------------------------------- 


